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Ⅰ はじめに
現在、日本と韓国との間の漁業については、1998年11月28日に署名さ
れ、1999年１月22日に発効した漁業に関する日本国と大韓民国との間の協
定（以下、新日韓漁業協定）によって規律されて
(１)
いる。同協定は、日韓両
国が国連海洋法条約を批准したことに伴い、主に200カイリ排他的経済水
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(１) 新日韓漁業協定の概要については、杉山晋輔「新日韓漁業協定締結の意義」
『ジュリスト』1151号（1999年）102-104頁；坂元茂樹「新日韓漁業協定の意義―資
源管理の国際協力をめざして―」『関西大学法学論集』49巻４号（1999年）12-22
頁；河錬洙「新日韓漁業協定の現状と課題」『龍谷法学』35巻２号（2002年）57-61
頁；深町公信「日韓漁業問題」水上千之編『現代の海洋法』（有信堂、2003年）208
-213頁参照。
域制度などを含めた同条約の枠組みに適合するよう、1965年に締結された
日本と大韓民国との間の漁業に関する協定（以下、日韓漁業協定）を改め
るものとして1996年から締結交渉が開始されたものであるが、交渉が難航
し、1998年１月23日には日本が旧協定を終了させる通告を一方的に行うな
ど、締結に至るまでの道程は決して平坦なものではなか
(２)
った。この締結交
渉が行われる中で、一連の韓国漁船拿捕事件が発生した。
韓国漁船拿捕事件は、日本が1996年６月に国連海洋法条約の批准にあわ
せて、1977年に制定した領海法（以下、旧領海法）を改正して領海及び接
続水域に関する法律（以下、新領海法）を制定し、領海の基線として直線
基線を用いることを定め、この直線基線から12カイリの領海を設定し直し
た結果、新たに領海に組み込まれた海域において操業していた韓国漁船
が、外国人漁業の規制に関する法律（以下、外国人漁業規制法）違反として
拿捕され、その乗組員が起訴された事件である。
本件において韓国漁船側は、日韓漁業協定に照らせば日本による取締り
行為は認められないと主張しており、他方、検察側は、領海内における取
締り行為の適法性は新領海法に従って判断されるものであると主張し、ま
た、この新領海法は国連海洋法条約を根拠として国際法上適法に制定され
たものである旨を強調していた。すなわち、本件は日本による韓国漁船の
取締り行為が認められるか否かを判断するために、双方が異なる条約の適
用を主張したケースであると考えることができるのである。
国際法上、同一の事項を規律する法規範が複数認められる場合にそのい
ずれを適用しなければならないか、という問題については、伝統的に「後
法は前法を廃す」（以下、後法優先原則）あるいは「特別法は一般法を破
る」（以下、特別法優先原則）という一般的な法諺によってその適用上の優
劣関係が決定されることが国内法と同様に認められてきたとさ
(３)
れる。本件
(２) 芹田健太郎「日韓漁業協定破棄の法と外交」『ジュリスト』1130号（1998年）
73-77頁；杉山「前掲論文」（注１）98頁。
(３) W.Karl,“Conflict between Treaties”,R.Bernhardt (ed.),Encyclopedia of
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における２つの条約の関係は一見すれば、1965年に締結された二国間条約
である日韓漁業協定が特別法かつ前法、1982年に採択された多数国間条約
である国連海洋法条約が一般法かつ後法とみることができよう。そして本
件については、第一審の松江地裁判決は日韓漁業協定を適用して日本の取
締りおよび裁判管轄権を否定したが、控訴審である広島高裁判決は、問題
となった海域に日韓漁業協定が適用される余地はないとし、新領海法の国
際法上の適法性を担保するものとして実質的に国連海洋法条約を適用して
日本による取締りおよび裁判管轄権を肯定した。すなわち、松江地裁判決
が特別法としての日韓漁業協定の適用を認めた判断を広島高裁判決は覆し
て、後法である国連海洋法条約を適用することによって問題解決を図った
のである。しかし、この広島高裁判決の判断については、条約法、とりわ
け後法優先原則の観点から妥当なものであったのか、改めて検討されるべ
き問題点を含んでいると考えられる。後述するように本件は、新日韓漁業
協定が締結されるまでの間に、拿捕がなされた海域での漁業に関して日韓
両国の間で日韓漁業協定が規定する旧法秩序と国連海洋法条約が規定する
新法秩序が抵触する関係にあったと考えることができるが、このように旧
法秩序と新法秩序が抵触する場合に、一律に「後法優先」であるとして新
法が旧法を修正するものと判断することができるのかという問題で
(４)
ある。
そこで本稿では、本件を同一の事項に複数の条約が同時に適用可能であ
るケースと捉え、その際、本件における日韓漁業協定と国連海洋法条約と
の関係は、特別法と一般法の関係および前法と後法の関係という２つの関
Public International Law,Vol.4(2000),p.937.
(４) 法の時間的抵触を解決するものとして時際法が考えられるが、島田征夫は、時
際法を条約との関係で考察し、条約に関する時際法の理論として条約解釈における
同時性の原則が適用されることを指摘しつつ、条約の解釈・適用における時間的要
素の考慮と関連しうるものとして事情変更の原則など同時性の原則以外のものが考
えられると述べている。島田征夫「条約解釈規則としての同時性の原則」島田征
夫・江泉芳信・清水章雄編『変動する国際社会と法（土井輝生先生古稀記念）』（敬
文堂、1996年）400-402頁。
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係において問題になりうると考えられるが、まずは上級審である広島高裁
の判断の妥当性について考察するために、本件を後法優先原則の観点から
検討していくこととする。とりわけ、条約の優先的適用を決定するための
考慮要因とは何かを明らかにしつつ、条約関係が重層的に交錯する今日の
国際社会における条約間の関係に関する適切な理解とはいかなるものかに
ついて考察していきたいと思う。
Ⅱ 韓国漁船拿捕事件における「本件海域」に
対する適用法規
１ 韓国漁船拿捕事件
(１) 事実の概要
1996年６月に制定された新領海法は、領海を設定するための基線として
通常基線である低潮線の他に、新たに直線基線を用いることを定めて
(５)
いた。この直線基線採用により新たに日本の領海となった水域は、通常基
線を用いて測定された1965年の日韓漁業協定上の「自国が漁業に関して排
他的管轄権を行使する水域」（以下、漁業水域）を越えてその外側まで張り
出すこととなった。この結果、新たに領海となった海域で操業を行ってい
た韓国漁船が拿捕される事件が発生したのである。1997年６月９日には島
根県の沖合海域で韓国漁船第909テドン号が拿捕され、また、1998年１月
20日には、長崎県の沖合海域で韓国漁船第３マング号が拿捕された。
日韓漁業協定１条１項は、両締約国が沿岸の基線から12カイリまでの水
域を漁業水域として設定する権利を相互に認め、また、一方の締約国がこ
の漁業水域の設定に際し直線基線を使用する場合には他方の締約国と協議
の上決定すると規定する。また、同協定４条１項は、漁業水域の外側の水
域においては旗国主義に基づいて取締りおよび裁判管轄権が行使されると
(５) 新領海法２条は、直線基線を引く場合には国連海洋法条約７条に定められた要
件に従うことを明記している。
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規定している。一連の事件において韓国漁船側は、韓国漁船による漁業行
為は日韓漁業協定上の漁業水域の外側で行われたものであり、日本の取締
りおよび裁判管轄権は及ばないと主張した。
1997年８月15日、松江地裁浜田支部は、日韓漁業協定上、新しい領海に
おいて日本の取締りおよび裁判管轄権は及ばないと判示し、検察側の訴え
を棄却
(６)
した。しかし、控訴審の広島高裁松江支部は、1998年９月11日、一
転して検察側の主張を認め、事件を地裁に差し戻
(７)
した。本件は上告された
が、最高裁が職権で上告棄却の判断を行
(８)
った。また、長崎地裁も、1998年
６月24日に広島高裁判決とほぼ同様の判断を示し有罪判決を下
(９)
した。
これらの事件で争点となったのは、新領海法によって新たに日本の領海
となったが、日韓漁業協定上の漁業水域の外側である海域において日本の
取締りおよび裁判管轄権が及ぶか否かであった。以下では、諸判決の中で
も結論がまったく異なるものとなった松江地裁判決と広島高裁判決を取り
上げて判決の要点を紹介し、検討を行っていくこととする。
(２) 判決の要点
① 松江地裁判決 韓国漁船が拿捕された「本件海域」は、新領海法
の施行により原則として外国人漁業規制法３条により日本の取締りおよび
裁判管轄権が及ぶ「本邦の
(10)
水域」となったが、「憲法98条２項は日本が締
(６) 外国人漁業の規制に関する法律違反被告事件（平成９年（わ）35号）『判例時
報』1656号（1999年）59-61頁。
(７) 外国人漁業の規制に関する法律違反被告事件（平成10年（う）32号）同上、56
-59頁。
(８) 外国人漁業の規制に関する法律違反被告事件（平成10年（あ）1137号）最三小
決平成11・11・30刑集53巻８号1045頁。
(９) 外国人漁業の規制に関する法律違反、公務執行妨害、傷害各被告事件（平成10
年（わ）15号）『判例時報』1648号（1998年）158-162頁。なお、福岡高裁も広島高
裁松江支部と同様の判断を示し、最高裁も上告棄却の判断を下している。福岡高裁
判決および最高裁判決は判例集未登載。
(10) 外国人漁業規制法2条は、「この法律において『本邦』とは、本州、北海道、四
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結した条約及び確立された国際法規を誠実に遵守することを要求してお
り、日本の領土や領海の中であっても、条約や確立された国際法規によっ
て、日本の取締り及び裁判管轄権が及ばないこと」がある。原則として、
条約や確立された国際法規は、常に法律に優先する効力を有するのである
から、「本件海域が日本の領海であることからただちに日本の取締り及び
裁判管轄権が認められることになるわけではなく、漁業協定がその例外を
定めているのであれば、これらが否定されることになる。」日韓漁業協定1
条にいう漁業水域は「領海を除き公海に限定されるものではなく、領海を
含むものであると解することができる。」実質的に考えても、条約である
漁業協定が、漁業水域の外側における相手国に属する漁船の取締りおよび
裁判管轄権を相互に放棄し、直線基線の採用には相手国との協議を要する
としているにもかかわらず、「一方当事国が漁業に関する水域より外側ま
で（たとえば13海里まで）領海としたり、領海について直線基線を採用し
たりすることによって条約の効力を実質的に無意味なものとすることがで
きるというのでは、漁業協定を締結した意味がなくなってしまうこととな
り、合理的ではない。」したがって、「漁業協定締結の時点でいずれかの国
の領海ではなかった海域について、その後に領海が拡大したからといっ
て、漁業協定の適用がなくなると解することは相当でない。」本件公訴事
実については、日本に取締りおよび裁判管轄権はない。
② 広島高裁判決 ?漁業水域」は、領海の幅について国際的な合意
が得られないことからこれを棚上げした上、「領海の外側すなわち公海に
も一定の範囲で自国の権益を及ぼしたいという沿岸国の思惑から、領海の
外側すなわち公海に設定されるものとして成立した概念であ」り、したが
って、「『漁業水域』も領海と重なり合うことはあり得ない。換言すれば、
領海の内側に『漁業水域』が存在することはない。」すなわち、「日韓漁業
国、九州及び農林省令で定めるその附属の島をいう」と規定する。「本邦の水域」
とは、日本の領海および内水という意味である。大塚裕史「我が国周辺海域におけ
る外国人漁業の取締り」『新海洋法の展開と海上保安』２号（1998年）59頁。
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協定は国際法上の……『漁業水域』についての取り決めであり、公海だけ
に限定した取り決めであって領海を規制対象としたものではないのである
から、同協定４条１項が日本の領海における主権の行使を制限する規定で
あるとの解釈は、これを容れる余地はな」く、「『漁業に関する水域』を設
定した後に領海がこれよりも拡大した場合には、その領海拡大が国際法上
の基準にのっとり適法になされたものである限りは、『漁業に関する水域』
は領海の中に取り込まれ、存在意義を失って消滅するものと解される。」
また、日韓漁業協定１条１項但し書きは漁業水域の拡大手順につき規定し
たものであり、領海の拡大につき制約を定めたものではないので、日本が
韓国との協議ないし韓国の同意なく直線基線を採用したことは、同規定に
違反するとの主張はあたらない。さらに、「本件海域は平成９年１月１日
から日本の領海となったから、それ以降は、日韓漁業協定４条１項は、本
件海域には、そもそも適用の余地がないのであり、条約と法律との抵触と
いう事態が生じることはなく、したがって、その優劣関係が問題となるこ
ともない。」本件につき日本に取締りおよび裁判管轄権がないとした原審
の判断は誤りである。
(３) 両判決の評価
松江地裁判決は、日韓漁業協定における漁業水域は領海をも規制対象と
したものであるとし、漁業水域の外側にあたる本件海域において日本の取
締りおよび裁判管轄権は及ばないとしたが、それに対して広島高裁判決
は、漁業水域と領海とは別個の概念であって両者が重なり合うことはな
く、領海が漁業水域を越えて拡大した場合には、後者は前者に取り込まれ
て消滅するとした。この点について坂元茂樹は、1958年の第１次海洋法会
議以降の国際社会における議論には、「沿岸国に領海とは別に漁業利益を
担保する漁業水域の概念を創設することによって、果てしない領海拡大の
動きに歯止めをかけようとした」動向があったことを指摘し、「各国が行
った……漁業水域の設定に共通にみられる特徴は、沿岸国の領海に接続す
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る12カイリまでの公海の海域に漁業に関する管轄権を認めようというも
の」であり、松江地裁判決はこのような漁業水域の概念を誤って理解して
いると批判して
(11)
いる。また田中則夫も、日韓漁業協定にいう「漁業水域は
領海の外側の公海に設けられたもので、そのことは、漁業水域を設定する
国家実行が盛んになる1960年（第２次海洋法会議）以降の動向を少しでも
ふり返れば、容易に理解されるところである」とし、広島高裁判決は漁業
水域に関する常識的な理解に立脚しているものであると評して
(12)
いる。
しかし、漁業水域の概念についての松江地裁判決の理解が誤りであると
しても、漁業水域と領海が別個の概念であるということが、本件海域にお
ける日本の取締りおよび裁判管轄権を肯定する結論を直ちに導くことにな
るのであろうか。この点について、たとえば中村洸は、「本件事案の実質
的な問題は、平成８年の日本の国内法令による直線基線の設定と領海画定
の一方的行為によって、既存の日韓漁業協定のもとで当該海域において保
証されていた旗国主義の下での韓国漁船の活動、特に漁業実績をもってい
たとすればその権益を顧慮しないことが協定を含む国際法上許容されるか
否かにある」と指摘して
(13)
いる。また、田中も、「日韓漁業協定は漁業水域
に関するもので、領海についての取り決めではないといったことは、２つ
の判決（広島高裁判決および長崎地裁判決）のいうとおりであるが、しか
し、そうしたいわば自明のことをいくら強調しても、事件の争点の法的解
明に有益であるとは思われない」（括弧内―筆者）と指摘し、「領海が拡張
されればいわば自動的に、拡張された領海内にある漁業水域が『消滅』す
るというのは、いささか乱暴な議論であろう」として、「ある海域が領海
(11) 坂元茂樹「新領海法施行をめぐる一考察―外国人漁業規制法違反事件について
―」『海洋法条約体制の進展と国内措置』２号（1998年）31-32頁。
(12) 田中則夫「韓国漁船拿捕事件―日本の領海基線の変更と日韓漁業協定―」『龍
谷法学』31巻４号（1999年）115頁。
(13) 中村洸「直線基線の設定により日本の領海となった海域における韓国漁船の取
締りと裁判管轄権」『ジュリスト』1135号［平成９年度重要判例解説］（1998年）
278頁。
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となっても、当該海域に適用のあった条約が常に自動的に『消滅』するわ
けではない」と広島高裁判決の論理構成を批判して
(14)
いる。
広島高裁判決は、漁業水域について規定した日韓漁業協定は公海だけに
限定した取り決めではなく、領海をも規制対象とするものであるとした松
江地裁判決の論理を誤りであるとして否定し、本件について日韓漁業協定
を適用法規とした松江地裁判決の考え方を批判していた。しかし、上記の
中村や田中の見解に照らせば、松江地裁判決を批判した広島高裁判決がも
っぱら日本の直線基線採用による領海拡大の適法性のみに着目し、本件に
は日韓漁業協定が適用されないと判断したことには問題があったとみるこ
ともできる。
また、広島高裁判決は、条約である日韓漁業協定が法律である新領海法
に優先するとの松江地裁の判断についても否定している。この点について
坂元は、「（松江地裁）判決が、……言外に日本の新領海法があたかも日本
の国内法令のみに根拠を置くかのように議論するのは不正確な認識であっ
たといわざるを得ない。新領海法は韓国も当事国である国連海洋法条約に
基礎を置く国内法令であり、日本の新領海法は国際法に従った適法なもの
であり、当然に韓国を含む第三国に対抗しうるものである」（括弧内―筆
者）と述べて広島高裁判決と同趣旨の批判を行って
(15)
いる。日本は受容方式
をとっているため、条約には国内的効力が認められ、憲法98条２項はその
ような立場を表明したものと解されて
(16)
いる。日本による本件取締りは韓国
漁船の外国人漁業規制法３条違反を根拠としているが、この領海における
取締りの前提となる日本の領海設定の適法性は、広島高裁判決も述べてい
るように、国連海洋法条約を根拠としている。他方で、日韓漁業協定上の
漁業水域内における韓国漁船の違反操業に対する取締りは、日本国と大韓
(14) 田中「前掲論文」（注12）117-118頁。
(15) 坂元「前掲論文」（注11）37頁。
(16) 国際法事例研究会『日本の国際法事例研究（５）条約法』（慶應義塾大学出版
会、2001年）107頁；高野雄一『憲法と条約』（東京大学出版会、1960年）157頁。
韓国漁船拿捕事件再論（皆川) 537
民国との間の漁業に関する協定第１条１の漁業に関する水域等において大
韓民国国民の行う漁業の禁止に関する省令１条違反を根拠とし、当該省令
に基づく取締りが可能か否かは日韓漁業協定に基づいている。そのように
考えると、「本件海域」における韓国漁船に対する取締りおよび裁判管轄
権の行使は、国連海洋法条約を根拠とすれば領海内であるため認められる
こととなり、日韓漁業協定を根拠とすれば、漁業水域外であるため認めら
れないこととなる。すなわち、拡大された領海と日韓漁業協定上の漁業水
域の外側が重なる「本件海域」においては、韓国漁船に対する取締りおよ
び裁判管轄権の行使の適法性を根拠付ける２つの条約が国内法秩序におい
て衝突している状況であると捉えることもできる。このような可能性が認
められるならば、本件を日韓漁業協定と国連海洋法条約との間の抵触の問
題として捉え、条約法の観点から検討する余地が生じることとなる。
そこで以下では、広島高裁判決がいうように、「本件海域」について日
韓漁業協定の存在意義が失われたといえるか否かを、「本件海域」の法的
な位置付けについて検討することによって明らかにしていきたいと思う。
２ ?本件海域」の法的位置付け
1930年のハーグ国際法典編纂会議における領海３カイリ原則の確定の失
敗の後も、領海の幅員は海洋法における主要な論点であったが、漁業水域
の概念は、この領海の問題と密接にかかわるものとして打ち出されてきた
ものとい
(17)
える。たとえば1951-56年までの海洋法草案の審議において国際
法委員会の見解は、「３カイリから12カイリまでの排他的漁業権の問題は
領海の問題である」ことで一致して
(18)
いた。第２次海洋法会議におけるカナ
ダとアメリカの「領海６カイリ＋漁業水域６カイリ」とする共同提案は、
他国の漁業実績のない６-12カイリの水域における沿岸国の排他的漁業権
(17) 中村洸「漁業水域の法的概念について」『法学研究』43巻３号（1970年）70-72
頁。
(18) Yearbook of the International Law Commission,1956,Vol.I,p.184.
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を直ちに認め、他国の実績のある６-12カイリの水域では、実績国の漁業
慣行を過渡的に尊重する義務が沿岸国に課され、猶予期間終了後は、実績
のない水域と同じ性質の排他的漁業権を認めるものとされて
(19)
いた。そして
同提案の否決にもかかわらず、第２次海洋法会議後は、イギリスやアメリ
カを含めて12カイリ漁業水域を設定し、関係国との間に条約を締結する方
向性がみられるように
(20)
なり、たとえば、1964年に締結された欧州漁業条約
では、12カイリ漁業水域の概念を承認して
(21)
いた。こうした国際情勢の中
で、日韓漁業協定は、両締約国が沿岸から12カイリまでの水域を自国が漁
業に関して排他的管轄権を行使する水域として設定する権利を有すること
を相互に認めるものとして1965年に締結されて
(22)
いる。
この12カイリ漁業水域と領海との関係について小田滋は、公海との関係
において「現在も
・
し
・
領海12マイルが国際法上確立しているならば、この12
マイル漁業水域の問題は解消してしまう」（傍点―ママ）と述べており、さ
らに「国際法上12マイル領海が否定され、領海は12マイルに充たない範囲
であるとされる場合にはじめて、12マイル漁業水域が問題となりうること
を指摘しておかなければならない」と
(23)
する。この指摘に照らせば、漁業水
域が領海の中に取り込まれ、存在意義を失って消滅するとした広島高裁の
(19) 小田滋『海の資源と国際法Ⅰ』（有斐閣、1971年）276頁参照。
(20) 同上、327頁以下参照。
(21) International Legal Materials,Vol.3,No.3(1964),pp.476-477；同上、366
-368頁。
(22) 日韓の漁業に関する交渉の端緒はサンフランシスコ平和条約における漁業条項
であるが、1952年、日韓両国間で正式に国交を開くための交渉を開始する直前に、
韓国は「海洋主権宣言」を行って「李承晩ライン」を設定し、日本はこれに対して
公海自由の原則の立場から反対、漁業問題の解決の糸口はなかなかつかめなかっ
た。坂元は、日韓漁業協定の目的は「李ラインの実質的撤廃にあった」とする（坂
元「前掲論文」（注11）30頁）。また、同協定には漁業実績国に関する条件はなく、
沿岸12カイリ水域内の排他的漁業管轄権を直ちに認める同協定の内容は、当時の漁
業水域に関する実行から考えると異例であったといえる（中村洸「日韓漁業協定」
『国際法外交雑誌』64巻４・５号（1966年）103-104頁参照）。
(23) 小田『前掲書』（注19）371-373頁。
韓国漁船拿捕事件再論（皆川) 539
判断もあながち誤りではないと思われるかもしれない。
しかし、小田は上記の指摘と同時に「12マイル漁業水域がさきに述べた
ような法的性格をもつものであるとするならば、それが公海制度に抵触す
るものであることを否定することは出来ないであろう」とも述べており、
漁業水域概念の公海制度との関係に注意を喚起して
(24)
いる。この公海漁業に
関して日韓漁業協定はその４条において、漁業水域の外側における取締り
および裁判管轄権について旗国主義を規定しているが、このことは、同条
の内容については李承晩ラインによって日本漁船が韓国周辺の公海から締
め出されてきた状態を矯正するという政策的な考慮があったとされている
ことからも、公海自由の原則を念頭に置いたうえで規定がなされていたと
考えることができ
(25)
よう。
1970年代に入り200カイリ排他的経済水域概念への支持が広がるなか、
日本は同概念に強く反対してい
(26)
たが、1976年にアメリカが200カイリ漁業
水域を設定すると、日本も旧ソ連近海における日本漁船の操業維持ならび
に日本近海における旧ソ連漁船の操業規制への対応のため、1977年に領海
法と漁業水域暫定措置法を制定し、12カイリ領海と200カイリ漁業水域を
設定するところとな
(27)
った。漁業水域暫定措置法は、領海および政令で定め
る海域は漁業水域から除外されると規定する（３条３項）。そして、漁業
(24) 同上、374頁。
(25) 公海漁業の規制に関しては、日本は公海漁業の自由を基軸として行われるべき
との見解であり、他方、韓国は沿岸国優位の原則に立っていたとされる。中村は、
日韓漁業協定の共同規制水域における漁業規制については、沿岸国優位の原則は積
極的に導入されなかったと解されるとしている。中村「前掲論文」（注22）94-98
頁。
(26) 中村洸「200カイリ経済水域と日本漁業」『ジュリスト』628号（1977年）208
頁。
(27) 日本の方針転換の直接的な理由は、当面の日ソ漁業交渉のかけひきとして漁業
水域暫定措置法を制定することにあったとされる。中村洸「海洋法条約と日本の法
的対応」『ジュリスト』781号（1983年）205頁；水上千之『日本と海洋法』（有信
堂、1995年）63頁。
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水域暫定措置法施行令では、200カイリ漁業水域から除外される日本周辺
海域として、東経135度以西の一部水域が定められた。この一部水域の除
外については、1977年３月29日の200カイリ漁業水域に関する閣議了解で
「韓国および中国の関係について引き続きこれらの諸国との円滑な漁業秩
序の維持を図る」ことが立法準備にあたり考慮されるべきとされ、鈴木善
幸農林大臣（当時）も「……いま西日本のわが国の漁業は日中漁業協定、
日韓漁業協定で非常に安定的に操業が確保されておる。これは私は大事に
していきたいという考えを基本的に持っておるわけでございます」と述べ
て
(28)
いる。200カイリ漁業水域の設定除外と同時に、韓国国民および中国国
民に対しては漁業水域暫定措置法を実質的に適用しないこととされたが、
その際には、日本と中国・韓国との間には漁業協定が締結されており、円
滑な漁業秩序が確立されているとの認識があったので
(29)
ある。日韓漁業協定
の漁業水域については、旧領海法の制定による領海12カイリへの拡大によ
り、領海の幅が３カイリに凍結された対馬海峡東水道および西水道の特定
海峡部分を除いて両者が完全に重複するところとなった。しかし、韓国と
の関係では基線から12カイリ以遠に公海部分が残されていたのであり、依
然として日韓漁業協定４条の規定が意義を失ったとはいえない状況にあっ
たということができる。
その後1996年７月20日、国連海洋法条約が日本について発効したが、こ
れと同時に旧領海法が改正され関連法も整備された。しかし、これらの法
律制定後も、韓国および中国国民に対しては排他的経済水域における外国
人漁業規制の適用排除が継続さ
(30)
れた。そして、国連海洋法条約の趣旨をふ
まえた新協定を締結すべきであるとの両国の認識から締結交渉が1996年５
月から開始されたが、交渉は難航し、日本は1998年１月23日に日韓漁業協
定を終了させる意思を韓国側に通告
(31)
した。新協定は1998年11月28日に署名
(28) 第80回国会衆議院農林水産委員会議録第20号、昭和52年４月21日、18頁。
(29) 水上『前掲書』（注27）71-72頁。
(30) 杉山「前掲論文」（注１）99頁。
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され、翌年１月22日に発効したが、それまでの間、「本件海域」における
漁業を含む日韓間の漁業秩序においては日韓漁業協定の存在を前提とした
法的対応がなされており、「本件海域」の法的地位を考察するにあたって
日韓漁業協定を無関係に扱うことはやはり不自然であろう。たとえ本件発
生当時の日韓漁業協定の制度が国連海洋法条約の制度と異なるとしても、
日韓漁業協定は新協定が発効するまでの間は依然として有効なものであっ
たはずで
(32)
ある。そして、日韓間の漁業秩序は、日本の1977年の海洋二法制
定および1996年の国連海洋法条約批准に伴う法整備の後も、日韓漁業協定
によって設定された法秩序によって維持されていたことは明らかである。
そのように考えると、仮に直線基線の採用による領海拡大が国連海洋法条
約に従った適法なものであったとしても、日韓漁業協定の存在を前提とし
た日韓間の漁業に関する法秩序を否定することはできないであろう。
３ 韓国漁船拿捕事件における条約の抵触
韓国漁船拿捕事件発生当時には、「本件海域」において依然として日韓
漁業協定が適用可能であったとみるならば、同様に「本件海域」について
適用可能とみられる国連海洋法条約との関係をどのように理解すればよい
のか、ということが問題となる。
同一の事項に関して複数の条約が適用可能とみられることに関連する問
題は「条約の抵触」として扱われることが多いが、この「抵触」について
の理解は一様ではない。たとえばジェンクスは、直接的な非両立性という
厳格な意味における抵触とは、２つの条約の当事国となっている一国家
が、両条約の下で同時に義務を履行することができない場合に発生すると
(33)
する。他方で、このような理解の下では、一方の条約が義務として禁止し
(31) 同上、98頁。
(32) 新日韓漁業協定17条は、「1965年６月22日に東京で署名された日本国と大韓民
国との間の漁業に関する協定は、この協定の効力発生の日に効力を失う」と規定し
ている。
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ている行為を他方の条約が権利として許容している場合には、権利の行使
を差し控えることにより「抵触」は回避できるものの、それでは権利を規
定する条約が意味を失ってしまうとして、一方の条約が他方の条約により
禁止されている行為を行う権利を付与する場合にも両条約の間に抵触があ
ると認めるパウウェリンのような見解も存在
(34)
する。
前述のように日韓漁業協定は、１条１項において両締約国の沿岸の基線
から12カイリまでの水域を漁業水域として設定する権利を認め、一方の締
約国が漁業水域の設定に際し直線基線を使用する場合には他方の締約国と
協議の上決定すると規定し、また、４条１項において漁業水域の外側の水
域では旗国主義に基づいて取締りおよび裁判管轄権が行使されると規定し
ている。韓国漁船の拿捕が行われた「本件海域」は同協定上の漁業水域の
外側の海域であった。他方で、国連海洋法条約は、「いずれの国も、こ
・
の
・
条
・
約
・
の
・
定
・
め
・
る
・
と
・
こ
・
ろ
・
に
・
よ
・
り
・
決定される基線から測定して12海里を超えない
範囲でその領海の幅を定める権利を有する」（３条、傍点―筆者）と規定
し、７条において、一定の条件の下で「領海の幅を測定するための基線を
引くに当たって、適当な点を結ぶ直線基線の方法を用
・
い
・
る
・
こ
・
と
・
が
・
で
・
き
・
る
・
」
（傍点―筆者）と規定している。日本は国連海洋法条約上の権利として規定
された直線基線を用いることによって、それまで通常基線を用いて設定さ
れていた領海を外側に拡大させたわけであるが、パウウェリンの見解に従
えば、日本はまさにこの直線基線使用の権利を行使することによって、日
韓漁業協定１条１項但し書きにおける①直線基線を使用する場合の協議お
よび②漁業水域の外側における旗国主義による取締りに関する日本の義務
との間で抵触を生じさせ、問題を顕在化させたということができよう。
(33) W.Jenks,“The Conflict of Law-Making Treaties”,British Year Book of
 
International Law,Vol.30(1953),pp.425-426.
(34) J.Pauwelyn,“The Application of Non-WTO Rules of International Law in
 
WTO Dispute Settlement”,P.F.J.Macrory,A.E.Appleton and M.G.Plummer
(eds.),The World Trade Organization :Legal,Economic and Political Analysis,
Vol.1(2005),p.1420.
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本件について広島高裁判決は、日韓漁業協定締結時には領海の幅員につ
いて国際的な合意が確立されていなかったことにも触れながら、新領海法
が国連海洋法条約を根拠として適法に制定されたものであることを強調し
つつ、領海が適法に拡大されたものである限り、漁業水域は存在意義を失
って消滅するとした。また、日韓漁業協定は「本件海域」には適用され
ず、条約と法律との抵触も生じないとした。しかし同判決は、新領海法の
適法性の根拠を国連海洋法条約に求めており、実
・
質
・
的
・
に
・
国連海洋法条約と
日韓漁業協定とが抵触しているものとして扱い、前者を優先的に選択して
いる。さらに、日韓漁業協定は「存在意義を失って消滅した」として、同
協定の効力の判断にまで踏み込んでいる。こうした広島高裁判決の判断
は、条約法の問題として２つの観点から検討がなされるべき問題であると
いうことができよう。すなわち、①条約の抵触が生じていると考えられる
中で、本件に適用可能な条約法規の優先的選択が適切に行われていたか、
および②選択されなかった条約が「消滅する」とした判断は妥当であった
か、の２点である。
そこで以下では、実質的に後法である国連海洋法条約を優先した広島高
裁判決の判断の妥当性について、条約法の問題として上記２つの観点から
検討していきたいと思う。
Ⅲ 韓国漁船拿捕事件における「同一の事項に関する
相前後する条約の適用」問題
１ 条約法における「同一の事項に関する相前後する条約の適用」
問題の位置付け
(１) 相前後する条約の「効力」と「優先」
同一の事項に適用可能と思われる条約が複数存在し、そのうちのいずれ
を選択しなければならないかという問題について、これを解決するために
利用可能な規則として注目されるのが条約法に関するウィーン条約（以
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下、条約法条約）30条の規定である。しかし、起草過程で中心的な役割を
果たしたウォルドックでさえも、同条の規定によってそれに伴うすべての
法的側面をカバーすることは非常に難しいと述べて
(35)
おり、同条の適用可能
性とその有用性には問題がないわけではない。たとえば30条３項は次のよ
うに規定し、同規定は後法優先原則を規定しているとされて
(36)
いる。
「条約の当事国のすべてが後の条約の当事国となつている場合において、第
59条の規定による条約の終了又は運用停止がされていないときは、条約は、
後の条約と両立する限度においてのみ、適用する。」
韓国漁船拿捕事件に同規定をあてはめると、同規定に従って前法である
日韓漁業協定は後法である国連海洋法条約と両立する限度においてのみ適
用されることになるのだから、広島高裁判決が実質的に国連海洋法条約を
優先し、日韓漁業協定の適用を認めなかった判断は同規定の趣旨に反する
ものではなく、妥当なものであったと思われるかもしれない。
しかし、同判決の判断は、「本件海域」において日韓漁業協定上の漁業
水域は「存在意義を失って消滅した」とし、実質的に同協定の効力を否定
するものであった。判決は「無効」や「終了」という言葉を使ってはいな
いが、実質的に効力の否定に言及している以上、条約法の観点からは「条
約の無効・終了」の問題として考察しなければならない。
この広島高裁判決の判断に対して、相前後する条約が抵触する場合にい
ずれかの条約が無効になるか否か、という観点は、抵触する条約規定が強
行規範である場合を除けば、学説上も条約法条約30条の起草過程において
も否定的に捉えられて
(37)
きた。同条の起草過程で示されたコメンタリーは、
同条に定められた規則は「両立しない条項を有する条約の優先性（prior-
(35) Yearbook of the International Law Commission,1966,Vol.I,Part II,p.103.
(36) たとえば、杉原高嶺『国際法学講義』（有斐閣、2008年）138頁参照。
(37) 複数の条約の適用関係という問題を国際法上どのように位置付けるかに関する
議論の展開については、皆川誠「複数条約の適用関係―『特別法・後法優先』原則
に対する批判的検討―」『早稲田大学大学院法研論集』110号（2004年）266-274頁
参照。
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ity）の観点から定式化された」と述べて
(38)
おり、また、国際法委員会にお
いて「国際法の断片化」のテーマに取り組んだ研究部会の報告書も、同条
について「（相前後する条約が）抵触する場合には、問題は無効ではなく、
条約間の相対的優先性にあることが、これまでに十分に確立されている。
そのアプローチは条約法条約30条にも反映されている」（括弧内―筆者）と
評価しており、同条が相前後する条約の有効・無効の問題を扱ったもので
はないという点には一般的な理解が得られているといえ
(39)
よう。すなわち、
相前後する条約の抵触の問題は、あくまで両条約が有効なものとして併存
している状況を前提として検討すべきものとされているのである。すなわ
ち、広島高裁判決が述べるように、選択されなかった条約が「消滅」する
ものと考えることはできないのである。
(２) 条約法における後法優先原則の位置付け
それでは、韓国漁船拿捕事件においては、日韓漁業協定と国連海洋法条
約の関係についてどのような処理がなされるべきだったのであろうか。
この点に関して、相前後する条約の抵触の問題を後法優先原則の妥当性
の観点から検討したアウフリヒトは、条約中に条約の終了についての具体
的・明示的な規定が存在しない場合には、条約は後の条約と両立しないと
みなされることのみによって終了すると法律上みなされるか否か、換言す
れば、新しい条約を締結し、効力を発生させるための当事国の明示的な合
意が、同一の事項に関する前の条約の終了について黙示的な合意を含んで
(38) Yearbook of the International Law Commission,1966,Vol.II,p.214,para.
1.
(39) “Fragmentation of International Law:Difficulties Arising from Diversifi-
cation and Expansion of International Law”,Report of the Study Group of the
 
International Law Commission, finalized by M. Koskenniemi, A/CN.4/L.682
(hereinafter referred as Report of the Study Group),p.165,para.320.国際法委
員会研究部会報告書は、国際法委員会のホームページ（第58会期関連文書のペー
ジ、http://untreaty.un.org/ilc/sessions/58/58docs.htm）で入手可能である。
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いるか否かという問題が生じうるとしたうえで、以下のように述
(40)
べる。
「新条約の当事国が旧条約の地位に関する明示的な規定を挿入しなかった場
合には、そのような沈黙は前の条約の継続的有効性を維持する意思と解釈さ
れうる。しかし、主
・
張
・
さ
・
れ
・
る
・
抵触が実
・
際
・
の
・
抵触であるか否かは、最終的な検
討において、関係当事国による条約の解釈および適用に依存するのと同様
に、抵触している条約であるとされているものの規定ぶりに依存することに
なる。」（傍点―原文はイタリック）
このようにアウフリヒトは、相前後する条約が両立しないという問題を
法的に解決可能なものとするためには、これを条約の解釈の問題として捉
えるべきであると
(41)
した。彼はそのうえで、条約間の抵触は条約中に他の条
約との関係についての明示規定を含めることなどの方法で防止・解決され
うるが、実際の状況においてこれらが抵触を「自動的に」（automati-
cally）解決するのに適切か否かは議論があるとし、個別具体的事情に応じ
た解決方法が模索されるべきであると
(42)
する。そして、基本的には相前後す
る条約の関係は条約中の他の条約との関係に関する明示規定によって解決
されることが望ましいが、そのような規定が存在しない場合には、条約の
解釈によって条約間の抵触を解決するべきであるとの認識を示して
(43)
いる。
このような認識は条約法条約30条の起草過程においても共有されており、
条約法条約全体の中の解釈一般に関する規則とは異なるが、条約の抵触の
問題はあくまで条約の解釈の問題として取り扱うべきであり、同条に規定
される規則は本質的には残余規則にすぎないとさ
(44)
れた。条約の抵触の解決
(40) H.Aufricht,“Supersession of Treaties in International Law”,Cornell Law
 
Quarterly,Vol.37,No.4(1952),pp.658-659.
(41) 国際法委員会による条約法条約30条の起草過程でもこの認識が共有されてい
た。皆川誠「条約法における特別法優先原則の位置」『早稲田法学』81巻４号
（2006年）391-405頁。
(42) Aufricht,supra note40,pp.656-657.
(43) Ibid.,pp.678-679.
(44) United Nations Conference on the Law of Treaties,Official Records,Second
 
Session, 9 April―22 May, 1969 (1970),p.253,para.42.詳しくは、皆川「前掲
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は条約の解釈と密接不可分であり、前の条約も後の条約も自動的に優先さ
れるわけではないので
(45)
ある。
それでは、韓国漁船拿捕事件について条約の解釈の観点から取り組んだ
場合に、相前後する条約の優先的適用はどのような要素に着目することに
よって決定されることになるのであろうか。この点につき以下では、同一
の事項に関する相前後する条約の関係が問題となった常設国際司法裁判所
の上部サヴォアとジェックスの自由地帯に関する事件（判決、1932年。以
下、自由地帯
(46)
事件）を取り上げて検討を行い、あわせて韓国漁船拿捕事件
における条約間の関係について考察していきたいと思う。
２ 相前後する条約の優先的適用の決定における考慮要因
(１) 自由地帯事件における相前後する条約の関係に関する判断
ナポレオン戦争後の1815年11月20日のパリ条約などによって、ジュネー
ブ州の南側と接する上部サヴォア県と、同州の北側と接するジェックス郡
のそれぞれ一部分がフランスからスイスに割譲され、さらに同地域には自
由地帯が設定されて関税などを課せないこととされた。しかしその後、
1919年のヴェルサイユ条約が、自由地帯に関する1815年の諸条約等が現状
に適合しないことを認め、かつフランスおよびスイスが当該地域の地位を
決定するために協定することを認める旨の規定（435条２項）を置いた。同
規定の附属書に挿入された交換公文の中でスイスは「自由地帯に関する
1815年の諸条約その他追加議定書の条項がもはや現状に適合しない」とす
論文」（注41）402-406頁参照。
(45) Report of the Study Group, supra note39,p.165,para.320.
(46) 横田喜三郎『国際判例研究 III』（有斐閣、1981年）１-19頁参照。事件の概要
および1929年と1930年に下された命令については、同『国際判例研究 I』（有斐閣、
1933年）183-205頁参照。また、宮崎繁樹編『基本判例双書 国際法』（同文館、
1981年）234-235頁（上部サヴォア自由地帯事件、経塚作太郎担当）は、本件の
1929年の命令について「同一事項に対する新旧条約の効力」の観点から取り上げて
いる。
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る部分に留保を行いつつ署名したが批准せず、他方、フランスは1923年２
月に自由地帯の廃止に関する法律を採択し、同年11月に施行するとスイス
に通告した。本件の争点は①ヴェルサイユ条約435条２項（およびその附属
書）が、フランスとスイスの間において自由地帯に関する以前の諸規定を
廃止したか否か、②廃止することを目的としたか否か、であった。
常設国際司法裁判所は1929年８月19日の命令において、ヴェルサイユ条
約435条２項は自由地帯を廃止するものではなく、またその廃止を目的と
したものでもないとの見解を表明
(47)
した。その後1930年にも命令が与えられ
たにもかかわらず、当事者の交渉が失敗したため、スイスによる請求に応
じて裁判所は1932年６月７日に判決を下したが、判決では上記①および②
の争点に関する1929年の命令における判断がほぼ踏襲されている。
裁判所はヴェルサイユ条約435条２項（およびその附属書）が、フランス
とスイスの間において自由地帯に関する以前の諸規定を廃止したか否かに
ついて、「ヴェルサイユ条約435条２項の文言それ自体は、以前の諸規定が
現状に適合せず、フランスとスイスが両国間で自由地帯の地位を設定すべ
きであるとの結論を引き出したにとどまり、……この文言は、自由地帯に
関する旧諸規定の廃止がこの不適合の必然的結果であるという結論を述べ
てはいない」と
(48)
した。そのうえで、以下のように述べて
(49)
いる。
「……いずれにせよ、ヴェルサイユ条約435条が、同条約の当事国ではないス
イスに対して、同国がそれを受け入れた程度においてのほかは、対抗するこ
とができない（is not binding ;n’est opposable）ことは確かである。その程
度は、その抜粋が同条の附属書 Iを構成している1919年５月５日の連邦政府
の公文によって決定される。」
そして、スイスが公文の中で、ヴェルサイユ条約435条２項の「現状に
適合しない」という言葉の受諾は、自由地帯の廃止に同意したという結論
(47) P.C.I.J. Series A,No.22,p.20.
(48) P.C.I.J. Series A/B,No.46,p.140.
(49) Ibid.,p.141.
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を導くことを欲しないと述べており、さらに、公文には自由地帯に関する
以前の諸規定が当該地域に関する事項を規定するスイスとフランスとの間
の新しい協定の成立まで引き続き効力を有することを認めるとの一節がみ
られることから、裁判所は、自由地帯の廃止に関するスイスの同意を見出
すことはできないとし、「ヴェルサイユ条約435条２項とその附属書は、フ
ランスとスイスの間において自由地帯の制度を廃止しなかった」と結論
(50)
した。
こうした結論を導く際に、裁判所はスイスがヴェルサイユ条約の当事国
ではない点に言及しているが、ここで注意すべきは、裁判所が行っている
問題設定は、スイスが当事国ではないからヴェルサイユ条約は同国に適用
できない、ということではなく、フランスがヴェルサイユ条約を根拠とし
てス
・
イ
・
ス
・
と
・
の
・
関
・
係
・
に
・
お
・
い
・
て
・
自由地帯の廃止、すなわち自由地帯を設定した
以前の諸規定の効力を否定できるか否か、であったことで
(51)
ある。本件は、
フランスの立場から、自由地帯の制度の廃止に関するより新しく一般的な
意思が確認できるヴェルサイユ条約を後法として優先するものと主張でき
るかが問題となったといえ、韓国漁船拿捕事件において日本が国連海洋法
条約を後法として優先するものと主張できるかという構図と同様のものと
捉えることができるが、スイスがヴェルサイユ条約の当事国ではないとい
う点では構図上違いがある。しかし、裁判所は自由地帯事件における問題
の構図は、当事国ではないスイスに対してヴェルサイユ条約が適用できる
か否か、すなわちスイスにヴェルサイユ条約上の権利義務関係が存在する
か否かではなく、フランスがス
・
イ
・
ス
・
と
・
の
・
関
・
係
・
に
・
お
・
い
・
て
・
後法であるヴェルサ
イユ条約を根拠として前法たる諸条約の効力を否定できるか否かであると
(50) Ibid.,pp.141-142.
(51) 裁判所は、付託合意書における「フランスとスイスの間において」という表現
は、裁判所の任務を自由地帯の制度に関して、当該両国のためにヴェルサイユ条約
435条２項とその附属書の下で生じる相互的権利義務（reciprocal rights and obli-
gations）を決定することに限定する効果を持つと述べている。Ibid.,p.136.
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しているのである。
さらに裁判所は、ヴェルサイユ条約435条２項とその附属書がフランス
とスイスの間において自由地帯に関する旧諸規定を廃止する目的を持つも
のであるか否かについて検討し、スイスが自由地帯に対する真の権利を有
していないため、フランスがスイスの同意を得ずに自由地帯制度を廃止で
きるとの仮定について、次のように述べてそれを否定
(52)
した。
「一般的にいって、435条２項の文言それ自体は、スイスのために旧諸規定か
ら生じる権利の存在を前提としているように思われる。ヴェルサイユ条約に
署名した列強がスイスの同意が必要でないと考えたのであれば、なぜ列強の
裁量（authority）で自由地帯は廃止されると宣言しなかったのかが理解で
きない。
さらに、435条がフランスの要請によって同国とスイスとの間で開始され
た交渉の主題をなしていた条項であることは確かである。スイスの同意が実
際に求められ、その同意を得る以前に同国にさまざまな提案が出されたこ
と、最終的に、締約国が435条の直後に1919年５月５日のスイスの公文を挿
入したことも確かであり、この公文は裁判所の意見では、スイスの同意を得
るためにフランスによってなされた相次ぐ提案と同様に、まったく自由地帯
に対するスイスのための権利の存在に基づいている。」
このように裁判所は、ヴェルサイユ条約435条とその附属書の一部をな
すスイスの公文の解釈からは、自由地帯を廃止することについてのスイス
の同意は導けないとした。さらに次のように述べて
(53)
いる。
「上述のすべての文書およびそれらが作成された状況は、裁判所の意見では、
列強の意思（intention of the Powers）がジュネーブ州の領土を拡大し、同
州とスイスの他の地域との間の直接の交通を確保することに加えて、ジェッ
クス郡の政治的境界からフランスの関税線を後退させる権利、すなわちジェ
ックスの自由地帯に対し、スイスとして主張することが可能な権利を創設す
るためであったことを立証している。」
裁判所はこのように、自由地帯の廃止についてスイスの同意が必要でな
(52) Ibid.,p.144.
(53) Ibid.,p.148.
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いといえるか否かを明らかにするために、ヴェルサイユ条約435条２項と
その附属書のみならず、自由地帯を設定した諸条約とその成立状況につい
て検討を行い当時の列強の「意思」を解釈しているのである。つまり、ヴ
ェルサイユ条約の規定がスイスの同意なく自由地帯を廃止するものと解釈
することができるか否かの判断にあたって、自由地帯を設定した諸条約に
示される当事国の「意思」には無視できない重要な役割があると裁判所は
考えていたのである。
(２) 韓国漁船拿捕事件における「当事国の意思」と条約の優先適用決定の
要素
韓国漁船拿捕事件が発生した当時、日韓両国は国連海洋法条約の当事国
となっていたが、そのことは日韓漁業協定を失効させる両国の意思を明確
に示しているのであろうか。日本側から一方的に行われた日韓漁業協定の
終了通告を経て新日韓漁業協定が締結されるまでの間は、上述のように日
本の排他的経済水域内における韓国漁船の取締りについては適用除外する
施策がとられていた。さらに、日韓漁業協定を失効させる日韓両国の共通
の意思が明示的にあらわれているのが新協定17条の規定であることは明白
である。そのように考えれば、日本による「本件海域」における取締り行
為の法的評価にあたって日韓漁業協定上の合意内容を無視することはでき
ないといえよう。自由地帯事件において常設国際司法裁判所が試みたよう
に、日韓漁業協定締結当時の状況にまで踏み込んで、日韓両国の合意内容
についての解釈がなされるべきだったのである。
それでは、日韓漁業協定の合意内容は無視しえないとして、同協定と国
連海洋法条約の双方が本件に適用可能であるとするならば、両条約の関係
はどのように処理することが適切であるといえるのであろうか。
この点に関して注目すべき見解を示しているのがルテールである。ルテ
ールは、国際関係には「根本的な相
・
対
・
主
・
義
・
（relativisme fondamental）およ
び中央権力の不在（absence de pouvoir centralise?）があり、法主体の状態
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や義務は、それを考慮する国家によって異なる」とし、国家が定めた状態
や義務が他国に対して対
・
抗
・
で
・
き
・
る
・
ためには、他国がそれらを承認していな
ければならないと
(54)
する。そして、この国際関係における根本的な相対主義
と中央権力の不在が、「法秩序の一見した内容を変更することなく、矛盾
の効果を取り除くことを可能とするあらゆるメカニズムをはっきりと選択
している」とし、そのようなメカニズムの中でも重要なものとして、解釈
（interpre?tation）と対抗不能（inopposabilite?）の２つをあ
(55)
げる。
解釈に関しては、２つの法規範の間に矛盾がある場合には、両規範を調
和させる（concilier）ように解釈し、矛盾を深刻なものとしないようにす
ることがしばしばなされ、条約解釈に関する規則が規定されるにもかかわ
らず、あらゆる解釈には、矛盾を失わせるのに十分な自由の余地が残され
ていると
(56)
する。さらに、対抗不能に関しては、ある規範が特定の関係にお
いて承認がない場合には適用ができないという理由で当該規範を排除する
ことを認めるというものであり、この対抗不能は、条約は第三者に対して
効果を持たないということに示されるように、あらゆる条約関係にはつき
ものであると
(57)
する。すなわちルテールは、法秩序の内容に矛盾が生じた場
合に、そのいずれかを無効として排除せずに問題を解消する仕組みの1つ
として対抗不能の概念を理解しているので
(58)
ある。このようなルテールの見
解から、条約間の抵触を解釈によって解決するべきであるという問題意識
は、国際社会における相対主義の観点から、対抗力の概念と密接な関連を
有しているものと理解することができるといえよう。
自由地帯事件において常設国際司法裁判所は、上述のように「ヴェルサ
(54) P.Reuter,Droit international public (6?e?d.,1983),p.21.
(55) Ibid.,p.53.
(56) Ibid.,p.53.
(57) Ibid.,p.53.
(58) 対抗性の概念に関するルテールの見解については、江藤淳一が詳細な分析を行
っている。江藤淳一「国際法における対抗性の概念」『東洋法学』36巻１号（1992
年）129-146頁参照。
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イユ条約435条が、同条約の当事国ではないスイスに対して、同国がそれ
を受け入れた程度においてのほかは、対
・
抗
・
す
・
る
・
こ
・
と
・
が
・
で
・
き
・
な
・
い
・
」（傍点―
筆者）と述べて、スイスの公文の解釈から自由地帯の廃止についての同国
の同意は導けないとした。さらに、スイスの同意なく自由地帯の廃止を導
くことができるか否かについてヴェルサイユ条約435条２項の「フランス
およびスイス両国間において適当とみなされる条件の下で当該領域の地位
を決定する目的で合意する」との文言を次のように解して
(59)
いる。
「……たとえ（435条２項の）文言を―旧諸条約に署名した列強によって想定
された無関心な態度から生じる授権というよりもむしろ―フランスとスイス
がもはや現状に適合しないと認められた諸規定を廃止することを開始する義
務を伴う委任として解釈されるものと考えるとしても、この委任は、それを
受諾していないス
・
イ
・
ス
・
に
・
は
・
対
・
抗
・
で
・
き
・
な
・
い
・
で
・
あ
・
ろ
・
う
・
（would not be enforce-
able as against Switzerland;ne serait pas opposable a?la Suisse）。」（括弧
内・傍点―筆者）
すなわち、裁判所の解釈に従えば、たとえばヴェルサイユ条約435条２
項を根拠としてフランスが自由地帯の廃止を決定することは、実質的に自
由地帯を設定した諸条約の効力を否定することとなるのであって、それを
許容しない根拠となる要素はスイスに対する「対抗不能」の概念であった
といえるのである。
３ 条約の優先的選択における対抗力の要素
韓国漁船拿捕事件に関して、新領海法上直線基線を採用することが国連
海洋法条約上の基線の要件に合致するものであったとしても、基線を変更
することによって領海を沖合側に拡大することは、日韓漁業協定上の合意
内容に何も影響を与えないということにはならない。日韓漁業協定では、
基線から12カイリまでの漁業水域では沿岸国の排他的漁業権を相互に認め
合うことに加えて、その漁業水域の外側では相互に漁業の自由を認め合い
(59) P.C.I.J. Series A/B,No.46,p.143.
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旗国主義を適用するというのが、その合意内容であり、田中の言葉を借り
れば、この２つは「コインの裏表」のように捉えられるもので
(60)
ある。問題
は、日本による基線の変更が、日韓漁業協定に示された両国の合意を侵害
することになるのかどうか、換言すれば、「日本は、日韓漁業協定がある
にもかかわらず、同協定で相互に認め合った12海里漁業水域の外側にま
で、自国の領海を拡張することが許されるか、逆にいうならば、かかる領
海の拡張は国際法上適法になされたものであるにせよ、日韓漁業協定を締
結している韓
・
国
・
に
・
対
・
し
・
て
・
は
・
対
・
抗
・
力
・
を
・
有
・
し
・
な
・
い
・
か
・
、ということでなければな
らない」（傍点―筆者）ので
(61)
ある。
自由地帯事件では、自由地帯を設定した諸条約の廃止がスイスに対抗で
きるか否かの判断においてヴェルサイユ条約435条とその附属書の一部を
なすスイスの公文が決定的な役割を果たしていたが、韓国漁船拿捕事件で
は、日本の直線基線の採用による領海拡大の韓国に対する対抗可能性はい
かなる点から判断されるのであろうか。
この点について、アイスランドによる漁業管轄権の50カイリに及ぶ一方
的な拡大が問題となった国際司法裁判所の漁業管轄権事件（本案、1974年）
におけるウォルドック裁判官の個別意見の中に注目すべき見解が表明され
ている。本件判決は、まず、海域の画定は常に国際的側面を有し、他国に
対する画定の有効性は国際法の領域に属するとの国際司法裁判所の漁業事
件判決（1951年）の言明を引用して、現行規則として公海条約２条の公海
自由の原則を確認し、さらにアイスランドの漁業管轄権に関するイギリス
とアイスランドとの間の1961年の交換公文の諸規定を考慮する必要性を指
摘
(62)
した。そして、アイスランドの一方的行為はイギリスの漁業権を無視す
(60) 田中「前掲論文」（注12）119頁。
(61) 同上、115頁。田中はこの点について、韓国漁船拿捕事件と類似の事件として、
イギリスによる領海基線の変更が問題となった欧州司法裁判所における欧州委員会
対イギリス事件（1991年）を取り上げ、両事件を比較しながら論じている。同上、
108-120頁。
(62) I.C.J. Reports 1974,pp.22-24,paras.49-54.
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るものであって公海条約２条の原則に違反し、また、交換公文におけるイ
ギリスの権利をも侵害しており、「したがって、裁判所は、アイスランド
の沿岸基線から50カイリにおよぶ排他的漁業水域の範囲を設定する1972年
７月14日のアイスランドの諸規則は、イ
・
ギ
・
リ
・
ス
・
に
・
対
・
抗
・
で
・
き
・
な
・
い
・
（are not
 
opposable to the United Kingdom）と結論せざるをえない」（傍点―筆者）
と判示
(63)
した。
本件においてイギリスはアイスランドの諸規則が国際法上無効であると
の判決を請求していたが、裁判所は上記のように、本件をイギリスという
特定国への対抗可能性の問題として扱
(64)
った。この判決が示した対抗性の観
点についてウォルドック裁判官は、両当事国による1961年の交換公文の裁
判付託条項が、アイスランドが漁業管轄権を12カイリを超えて拡大する場
合には、６か月前にイギリスに対して通告するものとし、この漁業管轄権
の拡大に関して紛争が生じた場合には、一方の当事国の要請により国際司
法裁判所に付託されると規定していることに着目している。ウォルドック
裁判官はそのうえで、アイスランドの漁業管轄権の拡大はこうした交換公
文における手続的な義務を無視して行われたものであるとし、「アイスラ
ンドの裁判付託条項の無視、および1961年の交換公文において与えた確約
の無視は、イギリスに対してその拡大が有効ではないことの第一の、また
決定的な根拠となる」と述
(65)
べた。そして、「私の見解では、アイスランド
が1961年の交換公文において与えた確約を完全に無視したことは、1972年
のアイスランドの漁業管轄権の拡大が本件手続においてイギリスに対抗で
(63) Ibid.,p.29,para.67.
(64) この裁判所の対応は、当時の国際社会において200カイリ排他的経済水域に関
する規則が形成途上にあり、このような国際法規則の発展過程に対して判決が与え
る影響を考慮したためであると理解されている。杉原高嶺「国際裁判における法の
適用―変更過程にある慣習国際法の適用―」森川俊孝編集代表『紛争の平和的解決
と国際法（皆川洸先生還暦記念）』（北樹出版、1981年）50-52頁参照。
(65) Separate Opinion of Judge Sir Humphrey Waldock,I.C.J.Reports 1974,pp.
117-118,paras.28-29.
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きないと判断することの追加的なかつきわめて根本的な根拠となる」とし
て、手続的義務の履行如何が対抗可能性の基準となることを指摘している
ので
(66)
ある。
韓国漁船拿捕事件についてみると、日韓漁業協定はその１条１項但し書
きにおいて、直線基線を採用する際には相手国との間で協議を行う手続的
な義務を締約国に課していた。一方の国による直線基線の設定に関してそ
れを容認するか否かを表明する機会は、当該国家がこの手続的な義務を果
たすことによってはじめて与えられる。すなわち、日本がこの手続的義務
を果たさなければ、韓国は日本の直線基線の採用を容認するか否かについ
てその意見を表明する機会を得られないのである。協定上の手続的義務を
果たさずに行われた日本の直線基線の採用による領海の拡大は韓国側には
対抗できなかったといえ
(67)
よう。
韓国漁船拿捕事件を国連海洋法条約と日韓漁業協定との間の抵触が問題
となっているものと考えると、そこでは、条約の解釈による抵触の解決と
対抗力の概念という、まさにルテールが指摘する２つの要素の重要性が浮
き彫りになっていたといえる。本件の場合には、日韓漁業協定上の合意内
容を毀損することが対抗不能の根拠となるのであり、そのように考える
と、日本による領海基線の変更は韓国漁船に自由な操業が認められてきた
海域の変更をもたらす限りにおいて漁業水域の基線の変更と同様の効果を
もたらすため、日韓漁業協定１条１項但し書きの規定に従って協議を行う
ことが日本に求められていたと解釈することがで
(68)
きる。すなわち、日本が
(66) Ibid.,p.118,para.31.
(67) この点について韓国外交通商部のパク・ヘクォンは、韓国政府が、日本の新領
海法制定後に直線基線の採用にあたって韓国側との協議を経ていないため、日本政
府は日韓漁業協定に影響を与える措置をとるべきではないと主張したとする（Hee
 
Kwon Park,“Japan v.Kim Sun-Ki.Case No.35,1997.Matsue District Court,
Shimane Prefecture, Japan, August 15, 1997”, American Journal of Interna-
tional Law,Vol.92,No.2(1998),p.302）。しかし、田中はこの主張がなされたか
は明らかではないとしている（田中「前掲論文」（注12）128-129頁）。
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韓国との間で合意した基線の変更に関する手続的義務を果たしているか否
かが、日本の行為の韓国に対する対抗可能性の基準となっているといえる
のである。以上の検討に鑑みれば、少なくとも、松江地裁判決が述べてい
た、「一方当事国が漁業水域より外側まで（たとえば13海里まで）領海とし
たり、領海について直線基線を採用したりすることによって条約の効力を
実質的に無意味なものとすることができるというのでは、漁業協定を締結
した意味がなくなってしまう」という部分は、妥当な評価を示したもので
あったということができるであ
(69)
ろう。
Ⅳ 結び
広島高裁判決の論理に従えば、日本の新領海法の制定による直線基線の
採用とそれに伴う領海拡大は、国連海洋法条約に基礎を置くものとして行
われたのであれば国際法上適法なものとなるのであり、領海の基線の変更
は国際法上の要件をみたす限りにおいては沿岸国の主権に属する行為であ
るから、他国の関与するところではないということに
(70)
なる。しかし、本件
において本来問題とすべきだったことは、「本件海域」における日本によ
(68) 田中「前掲論文」（注12）122頁。坂元は、漁業水域の基線と領海基線は観念的
に区別可能であるとして、両者が併存することはありうると述べる（坂元「前掲論
文」（注11）36頁）。しかし田中は、基線は通常は１本の共通線とされるのが普通で
あるとする（田中、同上、122頁）。この点についてたとえば国連海洋法条約57条
は、「排他的経済水域は、領海の幅を測定するための基線から200海里を超えて拡張
してはならない」と規定している。
(69) 本稿では、手続的義務を果たさずに直線基線を採用して領海を拡大する行為が
日韓漁業協定における合意内容を毀損するものと捉えるため、日本が設定した直線
基線そのものの適法性に関する評価は行わない。この点に関しては、坂元「前掲論
文」（注11）37頁参照。直線基線について吉井淳は、その国際法適合性よりも他国
に対する対抗力や他国による承認がその正当性を支える要素として重要になってい
るとする。吉井淳「直線基線の相対性と客観性」『摂南法学』13号（1995年）15頁
参照。
(70) 坂元「前掲論文」（注11）34-37頁。
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る漁船の取締り行為が本
・
件
・
紛
・
争
・
に
・
お
・
い
・
て
・
は
・
どのように評価されるのか、と
いうことであった。すなわち、論点は日本によって行われた領海拡大が国
際法上適法なものであったか否か、その結果として行われた領海内での漁
船の取締り行為が認められるか否か、ということではなく、「本件海域」
における日本による漁船の取締り行為が韓
・
国
・
と
・
の
・
関
・
係
・
で
・
は
・
どのように評価
されるのか、ということであったとい
(71)
える。本件は本来、「韓国人に対す
る漁業規制」の問題として検討されるべきものであり、韓国漁船側と検察
側がそれぞれ自らの行為の正当性の根拠としていた日韓漁業協定と国連海
洋法条約との間の関係をどのように考えればよいのか、という論点を無視
することはできないはずであった。しかし、広島高裁判決は、本件を「海
域の法的地位」の問題としたため、もっぱら日本による領海画定の国際法
上の正当性という一般的な論点の検討に終始するというかたちで議論を矮
小化してしまった。その結果、日韓漁業協定の有効性を実質的に否定し、
日本の「韓国との関係における問題」を捨象してしまっていたのである。
しかし、本件を「同一の事項に関する相前後する条約の適用」の問題と
考えるならば、条約法の観点からは本来、両条約の関係は有効なものとし
て併存するものとみなければならない。そして、本件の場合には、国連海
洋法条約を根拠とした日本による領海拡大は日韓漁業協定における合意内
容に鑑みて、韓国に対して「対抗不能」であると考えることができた。相
前後する条約の抵触の問題を解決するうえでは、個別具体的事情に応じて
さまざまな要素が考慮されうるが、本件のような条約関係においては、
(71) 村瀬信也は、国際紛争の実質的原因は国家管轄権相互の衝突であるとし、国際
紛争には①合法性をめぐる紛争、②対抗性をめぐる紛争、③合目的性をめぐる紛争
の３種類が認められるとする。このうち、「対抗性をめぐる紛争」とは、一国の管
轄権行使の対外的な有効性の確認（ないし否認）が裁判の中心的な争点であり、必
ずしも一般的な違法性・有責性の認定が求められていない紛争であるとする。村瀬
信也「国家管轄権の一方的行使と対抗力」村瀬信也・奥脇直也編『国家管轄権―国
際法と国内法―（山本草二先生古稀記念）』（勁草書房、1998年）63頁（同『国際立
法』（東信堂、2002年）471頁）。
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「対抗可能性」が条約の優先的適用を決定するうえで重要な要素の１つと
なっていたということができよう。
本稿で検討してきたとおり、日韓漁業協定は国際社会において領海の幅
員問題を解決できない中で漁業水域概念が提唱される状況において、換言
すれば国連海洋法条約の枠組みが確立するまでの過渡期に締結された。そ
のような意味では、日韓漁業協定に対して、国連海洋法条約はより新し
く、かつ一般的・包括的な海洋法秩序の枠組みを規定するものである。し
かし、だからといって、他国との合意内容を「実態に合わない」ものとし
て「消滅」させるようなかたちで、自国の行為の正当化を図るための根拠
として後法である一般法を援用することは、やはり妥当とはいえないであ
ろう。
海洋に関する一般的な法秩序の確立を目指し、海洋法のさまざまな制度
を包括するものとして作成された国連海洋法条約は、その多くの規定が一
般的な性格を持つにとどまり、条約内容の具体的実施ないし実現を別個の
個別協定や国際的・地域的機関の取決めに委ねて
(72)
いる。このような「一般
条約」と「実施条約」との関係（一般法と特別法との関係）において、対抗
可能性をどのように考えるべきかという問題は前法・後法の関係とは別途
の検討を要すると思われるが、韓国漁船拿捕事件においては、一般条約と
しての国連海洋法条約の性格とその海洋法秩序において果たす役割につい
ても十分な考察を行いつつ、条約間の関係性の観点から慎重な検討がなさ
れるべきであったといえ
(73)
よう。
(72) 杉原高嶺「国連海洋法条約の紛争解決手続―他の条約との適用関係について
―」『法学論叢』146巻３・４号（2000年）６頁。
(73) 国連海洋法条約と個別協定等との関係については、皆川誠「国際条約における
抵触解決条項」『早稲田大学大学院法研論集』130号（2009年）321-346頁参照。
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